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居住地域でみた乳幼児をもつ家族における家族機能の検討
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Summary 

Using Japanese version of the Family Dynamics Measure II developed in America, we investigated 

the family function of families who had babies and young children living in an urban region , and 

compared two areas of residence in a local city region. As a result, in two areas, there were 

differences between the type of family and the number of people in a family and the presence of a 

working mother. It was clear that these differences influenced the family function. 

(J.Aomori Univ.Health Welf. 6 (2): 43 — 48 , 2004)

キーワー ド:FDMIⅡ 日本語版　乳幼児　家族機能　居住地域

Ｉ.は じめに

　家族は、家族が誕生 し終焉するまでの間に周期的変化

をたどり、それぞれの周期に特有な家族の発達課題があ

るといわれている。養育期にある家族において、子ども

が誕生することは、夫婦 という2者 関係から3者 関係へ

と変化することであ り、家族の再調整を行なうことや子

育ての役割が増えることによる家事や仕事の役割調整な

どの発達課題がある1)。新婚期から子 どもを育てる養育

期への移行に伴い、家族が新 しいメンバーに適応 し親役

割を獲得するまでの問は、家族間に不均衡が生 じやす く、

危機的な状況に陥 りやすい。

　養育期 にある家族内の関係性や役割調整の不適切 さ

は、育児不安 を抱 える母親の増加や子 どもの虐待の要因

となる2)。危機的な状況 を予防 してい くためには、家族

内の関係性や役割を調整 してい くことが重要 となろう。

　北米では1970年 代から家族に看護介入するための研究

が多 く行 なわれ、FFFS(Feethem家 族機能調査)な

どの家族 をアセスメントするための尺度が開発 されてい

る。関戸 らは、アメ リカで開発 され た家族 力学尺 度

Family　Dynamics　 Measure　Ⅱ(以 下FDMⅡと す る)の

日本語版 を作成 した3）。中村は、子 どもをもつ家族を対

象にFDMⅡ 日本語版の検討 を行い、乳幼児をもつ家族

の家族機能について調査 を行ってきた4)5)6)。調査結果か

らは、乳幼児 をもつ家族は、比較的安定 した家族機能も

つことが示唆 されたが、限 られた地域での結果であり、

地域の特性やジェンダーなどによる家族機能の検討が課

題 としてあげられている。ブロンフェンブレナーの生態

学的環境構造7)に よれば、家族は、居住する地域 という

社会システムの中にあ り、所属する地域社会の影響 を受

けるといわれている。そこで今回、都市部 と地方都市と

い う2つ の居住地域に住む健康な乳幼児をもつ家族の家

族機能を比較検討 し、い くつかの示唆が得 られたので、

ここに報告する。

Ⅱ　 研究目的

　 FDMIⅡ 日本語版を用いて、居住地域の違いによる乳

幼児をもつ家族の家族機能の特徴 を明 らかにすることを

目的 とした。

Ⅲ　調査方法

1.調 査対象

　 A市 とB市 の6歳 以下(就 学前)の 乳幼児を持つ家族

を対象 とした。A市 は首都 圏に位置する人口60万 人の都

市で、B市 は東北地方に位置する人口30万 人の都市であ
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る。A市 では、1か 月 ・4か 月 ・1歳6か 月 ・3歳 児健

診を受診 した家族、及び市内の保育所(園)に 通園 して

いる乳幼児をもつ家族 を対象 とした。B市 は、4か 月 ・

1歳6か 月 ・3歳 児健診を受診 した家族、及びB市 内の

保育所(園)に 通園 している乳幼児をもつ家族 を対象 と

した。

2.質 問用紙(家 族力学尺度Family　 Dynamics　 Measure

　　Ⅱ(FDMⅡ))

　本調査で用いたFDMⅡ は、Barnhil18)の概念枠組みを

基本 とし、健康な家族の家族力動を、メンタルヘルスの

側面か ら6つ の下位尺度で測定 している。6つ の下位尺

度は、個人のアイデンティテ ィの認識をみる 「個別性」、

行動や感情 ・表現のや り取 りなどをみる 「相互依存」、

変化や新 しい状況に順応 する能力 をみ る 「柔軟性」、安

全に貢献する予期的 な行動をみる 「安定性」、行動 ・考

えな どの行動 のや りとりをみる 「明瞭なコミュニケー

ション」、相互の行動などが同じ考えに基づ くものか どう

かを見る 「役割相互関係」である。32の 逆転項 目を含む

66項 目か らな り、質問項 目は 「強 く反対である」か ら

「強 く賛成である」 までを1～6の リカー ト尺度で回答

し、下位尺度1項 目あたりの平均値が6に 近いほど家族

機能は良好であると評価 される。

　 FDMの 開発者 より許可を得て翻訳 されたFDMⅡ 日

本語版 は、1997年 にアメリカに住む 日本人家族161名 を

対象に内容妥当性、表面妥当性 と信頼性が検討 されてい

る9)。尺度の信頼性 を示すCronbach　α は「個別性」が0.47

と低かったが、他の5側 面 は0.70～0.87の 範囲であ り、

4週 間後の再テス トでr=0.78と 強い相関関係が認めら

れていた。乳幼児 をもつ家族について も、信頼性 ・妥当

性が検討 され、その有用性が示 されている10)。

3.デ ー タ収集方法

　首都圏のA市 は、平成12年6月 ～同年8月 に、東北地

方のB市 は、平成13年6月 ～平成14年2月 にデータを収

集 した。研究者が母親に口頭 ・文章で、調査協力と父親

の参加について説明 して研究協力を依頼 し、郵送にて回

収 した。依頼文 には、参加は自由で無記名であ り、デー

タは統計的に処理されることを明記 してプライバシーの

保持に努めた。

4.分 析方法

　データの分析 には統計解析 ソフ トウェアSPSSバ ー

ジ ョン10を用い、居住地域別の属性 として、子 どもの人

数や年齢、職業等 を求めた。下位尺度は9～13項 目の回

答を加算 しているため、連続変量 とみなして分析 した。

核家族 と拡大家族、父親 と母親の比較については、下位

尺 度毎 にt検 定 を用 いて分析 した。尺度 の信 頼性 は

Cronbachの α係数により分析 した。

Ⅳ　 結 果

　 A市 は 、265家 族 か ら 回 収(回 収 率25.0%)さ れ 、有 効

回 答 は376名(母 親236名 、 父 親140名)で あ っ た 。B市

は、333家 族 か ら回 収(回 収 率16.3%)さ れ 、有 効 回答 は

451名(母 親280名 、父 親171名)で あ っ た 。.A市 、　B市 を

あ わせ て598家 族827名(母 親516名 、 父 親311名)を 分 析

対 象 と した 。

表1　 回答者の属性

n=827　 母 親=516　 父 親=311

項目
母親の年齢
父親の年齢

家族の人数
家族形態　　　　核
　　　　 拡大家族

子どもの数
一 人 っ子

兄 弟 あ り

母親の職業　専業
　　　　　 常勤
　　　　　 パー ト
　　　　　 無回答
父親の職業　　　会
門職(公 務員等)

　　　　　 自営業
　　　　　 その他

　 　 　 　 回答 者全 体

n=827母 親=516　 父親=311

人数(%)　 平均(±SD)

31.7　 (±4.23)

34.2　 (±5.19)

624　 (75.5)

203　 (24.5)

4.1　 (±1.19)

372　 (45.0)

455　 (55.0)

1.7　 (±0.76)

263　 (42.7)

184　 (29.9)

22　 (35.7)

47　 (7.6)

216　 (69.5)

57　 (18.3)

12　 (3.9)

26　 (8.4)

n=376

首都 圏 のA市

母親=236　 父 親=140

人 数(%)平 均(±SD)

31.5　 (±3.78)

33.8　 (±4.38)

304　 (80.9)

　72　 (19.1)

3.7　 (±0.92)

211　 (56.1)

165　 (48.9)

1.4　 (±0.50)

*

*

170

56

　　1

　　9

(72.0)
(23.7)
(0.4)
(3.8)

101　 (72.1)

22　 (15.7)

　 7　 (5.0)

10　 (7.1)

　 　 　 東 北 地方 のB市

n=451　 母親=280　 父親=171

人 数(%)　 平均(±SD)

31.3　 (±3.75)

33.6　 (±4.38)

4.5　 (±1.29)

320　 (71.0)

131　 (29.0)

161　 (35.7)

290　 (64.3)

!.9　 (±0.80)

97　 (35.0)

147　 (52.1)

19　 (6.8)

17　 (6.1)

115　 (67,3)

35　 (20.5)

5　 (2.9)

16　 (9.4)

**P<O.01
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1.回 答 者 の 属 性 に つ い て

　 回 答 者 の 属 性 に つ い て は 表1に 示 した 。 居 住 地 域 別 の

対 象 者 の 年 齢 に有 意 差 は な か っ た 。 家 族 の 平 均 構 成 人 数

は 、A市 は3～9人 で平 均3.7人(SD±0.92)、B市 が

3～9人 で 平 均4.5人(SD±1.29)でB市 が 有 意 に 多

か っ た(p<0.Ol)。 家 族 形 態 で は 有 意 差 が み られ(p

<0.01)、A市 に 核 家 族 が 多 く、B市 に拡 大 家 族 が 多 か っ

た 。拡 大 家 族 に お け る構 成 人 数 で は 、A市 が 平 均4.6人 、　B

市 が5.8人 で あ っ た 。 子 ど もの平 均 人 数 は 、A市 が1～4

人 で 平 均1.4人(SD±0.66)、B市 が1～4人 で1.9人

(SD±0,80)で 有 意 差 が あ り(p<0.01)、 子 ど もが

1人 の 家 族 は 、A市 が56.1%、 　B市 が35.7%で あ っ た 。

父 親 の 職 業 で は、A市B市 と も に87%が 会 社 員 や 専 門 職

(公 務 員 な ど)で あ った 。 母 親 の 職 業 は 、専 業 主 婦 がA

市 で72.0%、B市 で は35.0%で あ り、 有 意 差 が み られ た

(p<0,01)。

　 FDMⅡ 日本 語 版 のCronbachの α係 数 は 、66項 目で

0.93で あ っ た 。6つ の 下 位 尺 度 の う ち 「個 別 性 」 が0.52

と低 く、そ の 他 の 下 位 尺 度 は0.66～0.86の 範 囲 で あ っ た 。

「個 別 性 」 の 信 頼 係 数 が 低 い こ とか ら、 この 下 位 尺 度 を

除 く5つ の 下 位 尺 度 を用 い て 検 討 した 。

3.乳 幼 児 期 の 子 ど も を もつ 家 族 の 家 族 機 能 につ い て

1)回 答 者 全 体 の 家 族 機 能 の 比 較

　 下 位 尺 度 ご と の 平 均 値 は 、A市B市 と もに 、「柔 軟 性 」が

3.99、3.92と 最 も低 く、そ の 他 は4.34～4.92、4.17～4.68

の 範 囲 内 で あ っ た 。 平 均 値 の比 較 で は 、「柔 軟 性 」を 除 く

4つ の 下 位 尺 度 でA市 が 有 意 に 高 値 を 示 し た(p

<0.01)。

　 性 別 と居 住 地 域 の 平 均 値 に よ る比 較 で は、 父 親 ・母 親

と もに 、「柔 軟 性 」を 除 い た4つ の 下 位 尺 度 で 有 意 差 が み

ら れ(父 親p<0.05、 母 親p<0.01)、A市 の 父 親 と母 親

の平 均 値 が 、B市 よ りも高 か った 。

2.FDMⅡ 日本語版の信頼性

表2　 A市 とB市 におけるFDMⅡ 下位尺度の比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (n=827　A市=376 B市=451)

「相互依存」
　　　　 A市(11項目)

　　　　 B市

「柔軟性」
　　　　 A市(10項目)

　　　　 B市

「安定性」
　　　　 A市(9項目)

　　　　 B市

　　　　　　　　　　　　　　　　 A市「明瞭なコミュニケーション」(11項目)
　　　　　　　　　　　　　　　　 B市

「役割相互関係」
　　　　 A市(12項目)

　　　　 B市

　 平 均値(±SD)

　 　 　 男性

A市=140B市=171

4.89　 (±0.56)

4.71　 (±0.62)

4.02　 (±0.52)

3.94　 (±0.52)

4.73　 (±0.57)

4.56　 (±0.59)

4.78　 (±0.55)

4.59　 (±0.69)

4.48　 (±0.57)

4.35　 (±0.55)

　 平 均値(±SD)

　 　 　 女性

A市=236　 B市=280

4.93　 (±0.57)

4.66　 (±0.70)

3.97　 (±0.53)

3.91　 (±0.55)

4.69　 (±0.56)

4.43　 (±0.69)

4.72　 (±0.66)

4.41　 (±0.78)

4.25　 (±0.70)

4.05　 (±0.81)

**p<0.05　 **p<0.01

2)居 住地域別の家族機能の特徴(表2)

A市 では、家族形態による下位尺度の平均値に差はみ ら

れず、性別では、核家族の父親 と母親で 「役割相互関係」

に有意差があ り(p<0.01)、 拡大家族では、「柔軟性」

で母親が有意に低かった(p<0.05)。B市 では 「役割相

互関係」を除 く4つ の下位尺度の平均値で、核家族が拡

大家族に比較 して有意に高 く(p<0.01)、 性別では、核

家族の父親は、「役割相互関係」が母親 より有意に高 く

(p<O.01)、 拡大家族の父親は、「安定性」が母親 より

有意に高かった(pく0.05)。

3)家 族形態別の家族機能の特徴

　核家族 における下位尺度の平均値の比較では、「柔軟

性」を除 く4つ の下位尺度でA市 が有意に高値を示 した

(p<0．01)。 性別の比較では、父親に有意差 はみ られな

かったが、母親では、「柔軟性」を除 く4つ の下位尺度

で有意差がみられ、A市 の母親がB市 の母親 よりも高値

を示 した(p<0.05)。

拡大家族における下位尺度の平均値の比較では、全ての

下位尺度でA市 が有意に高値 を示 した(p<0．05)。 性別

の比較では、父親に有意差はみ られなかったが、母親で

は 「柔軟性」を除 く4つ の下位尺度で有意差がみられ、

A市 の 母親 がB市 の母 親 よ り も高値 を示 した(p

<0 .05)。

4)母 親の就労の有無による家族機能の比較

表3に 示すように、A市 では、母親の就労の有無による

下位尺度の平均値に有意差はみられなかった。B市 では、

「相互依存」「明瞭なコミュニケーション」の2つ の下
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表3　 A市 とB市 に お け る 母 親 の 専 業 の 有 無 に よ るFDM　 II下 位 尺 度 の 比 較

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　(n・470A市 二226B市=244)

「相互依存」 (11項 目)

「柔軟性」 (10項 目)

「安定性」 (9項 目)

「明瞭 な コ ミュニ ケー シ ョン」　 (11項 目)

「役割相互関係」 (12項 目)

A市

B市

A市

B市

A市

B市

A市

B市

A市

B市

平 均値(±SD)

専業主婦

A市=170B市=97

4.97　 (±0.57)

4.79　 (±0.57)

3.95　 (±0.54)

3.94　 (±0.53)

4.73　 (±0.53)

4.52　 (±0.58)

4.74　 (±0.64)

4.56　 (±0.68)

4.30　 (±0.69)

4.18　 (±0.69)

有職の母親

A市=56B市=147

4.88　 (±0.58)

4.60　 (±0.73)

4.04　 (±0,52)

3.89　 (±0.59)

4.64　 (±0.64)

4.41　 (±0.73)

4.73　 (±0.72)

4.35　 (±0.82)

4.18　 (±0.70)

3.98　 (±0.89)

*p<0.05

位尺度で有意差がみ られ、専業主婦の母親の下位尺度の

平均値が、就労 している母親に比べ高かった(p<0.05)。

A市 とB市 の母親の比較においては、専業主婦 と就労 し

ている母親 ともに 「相互依存」「安定性」「明瞭なコミュ

ニケーション」の3つ の下位尺度でA市 の母親がB市 の

母親よりも有意に高かった(p〈0.05)。

Ⅴ　考察

　本研究の結果から得 られた2つ の居住地域の特徴は、

A市 は専業主婦が多 く、核家族の割合が高かった。B市

は就労 している女性が多 く、拡大家族の割合がA市 に比

べ高かった。 この家族の特徴は、A市 の統計11)とB市 の

あるD県 の県民白書12)による地域の家族の特性 と同様の

特徴 を示 してお り、調査の回収率が16～25%と 低めでは

ある ものの、本研究で調査 した家族 は、地域の家族の特

徴を踏まえていると評価された。

1.乳 幼児期の子 どもをもつ家族の家族機能

　対象の家族は、「柔軟性」を除 き他の下位尺度の平均

値が4.03～4.93の 範囲であ り、「4:ど ちらか といえば賛

成である」を超えていることから、コミュニケーション

をとることで相互に関係性をとりなが ら安定性 を高めて

お り、やや良好な家族機能であることが窺え、2つ の居

住地域の家族 ともに同 じ傾向を示 した。「柔軟性」は3.99

～3 .92の範囲であ り、「3:ど ちらかといえば反対である」

を超えているが 「4」 には至っていないため 「柔軟 性」

があるとはいえず、「柔軟性」は低い と考 えられた。

　養育期の親について坂本は、子育ての役割 を担 う産み

の親は物質的な支援(養 育機能)や 精神的な支援(教

育 ・社会化機能)を 果たす ことが期待 されるものの、は

じめか ら産みの親がこれ らの役割 をこなせるわけではな

いと述べている14)。新 しい役割 を獲得するためには、新

しい役割の役割期待や役割行動への柔軟性が求め られ

る。養育期の家族の 「柔軟性」が低 いことは、家族が養

育期への移行に伴 う新 しい役割に適応できない危険性を

高めるものと考えられた。また、このことは、子 どもを

育てることに対する負担感の増加や育児不安など、子育

て問題の要因になることが示唆された。

2.A市 とB市 の地域の特徴 と家族機能

　 A市 は首都圏近郊の都市であ り、戦後、市制化され、

工業化と首都圏のベ ッ トタウンとして急速に発展 してお

り、住民の平均年齢は39.6歳 と若 く、老齢人口は13.2%

に留 まっている15)。また、A市 の母親は、家族形態に関

わらず専業主婦 の割合が高 く、いずれの家族形態 で も

70%を 占めていた。これらから、A市 では、近代家族の

特徴である専業主婦 の割合いが多 く、 さらに身近に親族

のいない核家族が多いことが推測 され、母親が家事や子
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育てを一手に担 っていることが考えられた。

　父親の下位尺度の平均では、A市 の父親がB市 の父親

と比較 し、「柔軟性」を除 く全ての下位尺度で有意に高

かった。桑名 らの乳幼児期の父親の育児役割の調査では、

「父親にとって第1子 の誕生 は、児 との絆に喜びや楽 し

みをもち、育児に関わる態度が積極的である」と述べ ら

れている16)。丸 らの研究では、核家族で第1子 の場合、

夫のソーシャルサポー トは高 く、専業主婦の母親は夫や

近隣のサポー トを受けていると感 じている割合が高いこ

とも報告 されている17)。A市 の下位尺度の平均値がB市

と比較 して高かったことには、A市 の家族の属性 を踏 ま

えると、夫の育児協力や ソーシャルサポー トなどが影響

しているもの と考えられた。 しか し、乳幼児を抱 える専

業主婦は、有職の母親 より、育児不安やス トレスが高い

ことも指摘 されている。良好 な家族機能を維持するには、

家庭内のコミュニケーションの充実が夫婦相互の育児不

安を軽減するという石橋 らの研究18)からも、夫婦間のコ

ミュニケーシ ョン機能を高める支援や母親の育児不安や

ス トレスを解消させるサポー ト体制の充実が必要なこと

が明らかになった。

　 B市 は市制100年 を超え、陸海の交通の要衝 として発展

し、平成12年 度の老齢人口は17.0%に 達 し拡大家族の比

率 も高い19)。また、保育所の保育定員割合 もA市 の13.9%

に比べ28.4%と 高 く20)、女性の就労率 も高い地方都市で

ある。B市 の養育期の家族の特徴 として、A市 に比較 し、

拡大家族の割合や母親の就労割合が高かった。家族機能

の下位尺度の平均値 では、「役割相互関係」を除 く全て

の下位尺度で、核家族が拡大家族 よりも有意に高 く、専

業主婦の母親は就労 している母親 と比較 して、「柔軟性」

「明瞭なコミュニケーシ ョン」が有意に高かった。

　 拡大家族は、家族構成 員が増す ことで、養育期の家族

にとって支援等の人的資源が増 えるという利点がある

が、その一方で、世代間で緊張 を生 じるといわれてい

る21)。また、母親の就労は、専業主婦 に比べて就業に伴

う役割が増えても家事や育児 における役割分担 は変わ り

にくい22)といわれてお り、B市 の結果か ら、拡大家族で

就労 している母親 は、就業 に伴 う役割 が増 える ことに

よって家庭で育児や家事に費やす時間が限 られ、家族内

で相互にコミュニケーションをとりなが ら役割調整 し、

家族間の安定性を維持することが困難にな りやすいこと

が考え られ、拡大家族の就労 している母親への支援や家

族内の役割調整への助言などの必要性が示唆された。

　 本研究から、都市によって家族形態や構成人数、母親

の就労に違いがあ り、家族機能に影響 していることが示

唆 された。家族形態や母親の就労や役割分担などには、

その地域の文化や価値観 などが影響する事が考えられ、

さらに、地域の特性を踏 まえた家族への支援のあ り方を

考えてい くことが重要であることが明 らかになった。

3.こ の研究の限界 について

　本研究の回収率は低めではあるが、調査結果は地域の

特徴をそれぞれ捉 えていた。 しか し、乳幼児期の育児に

忙 しい家族が対象であ り、調査用紙の設問項 目数が多

かったことや健診の場 を利用 した一般の家族への配付な

どが回収率に影響 したと考えられた。今 回は、地域の文

化的背景 と対象者 との関連や地域でのサポー ト状況や居

住地域への転入の有無などについては調査を行なってい

ない。現在、より簡便 な尺度について検討中であ り、今

後は、地域の文化的背景や地域社会 とのつなが りによる

家族機能の変化について も検討 してい く。

Ⅵ　結論

1.乳 幼児 をもつ家族の家族機能は、コミュニケーション

　をとることで相互に関係 をとりあって安定性を高めて

　お り、比較 的良好 な家族機能であった。 しか し、「柔

　軟性」は低 く、乳幼児 をもつ家族は、状況変化 に対応

　 しにくいことが考えられ、育児不安などの現代家族の

　問題の要因になりうることが示唆された。

2.首 都 圏と地方都市によって、家族形態や家族構成人

数、母親の就労の有無に違いがあり、この違いが、家

族機能に影響を与えていることが明らかになった。首

都圏と比較 して地方都市の家族は、拡大家族の割合が

高 く、就労 している母親の割合 も高かった。そのため、

母親が、親役割の他にも多 くの役割を担うことになり、

家族機能が低下 していた。それぞれの地域社会の特性

　も踏まえて家族機能を捉え、家族の支援のあ り方への

工夫が必要である。
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